


○ 医療や介護、保育・幼児教育などの分野において、国民の保険料や税金が効率的に
使用され、一部の職種や事業者だけでなく、現場で働く方々に広く行き渡るように
なっているかどうか、費用の使途の見える化を通じた透明性の向上が必要。

○ また、デジタルやＩＣＴ技術、ロボットの活用により、現場で働く方々の負担軽減
と生産性向上を進めていくことも必要。

○ こうした処遇改善に向けた政策手法を実現する観点から、それぞれの分野における
費用の見える化やデジタル等の活用に向けた課題等について検討し、来夏までに方向
性を整理することとする。
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